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はじめに
1　
本稿は、 「地方公共団体の監査制度に関する研究会」
（平成二四年九月発足、 以下「研究会」という。 ）
がとりまとめた「地
方公共団体の監査制度に関する研究会報告書」
（以下「報告書」という。 ）
における地方自治体の監査
（自治体監査
））1
（
 に関
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する議論から、株式会社の監査制度のあり方につき、示唆を得ようとするものである。
筆者は、たまたまではあるが「研究会」より得られた知見から、自らが研究者 ・ 実務家として携わった監査役の「監
査」とは何かにつき、考える機会を得た。本稿は、尊敬する永井和之教授の古稀を寿ぐ論文集に寄稿の機会をえたところから、日頃考えるに至った事柄をとりまとめ、改めて自己の考えを提示するものである。
2　
本稿の検討の手順であるが、まず議論の出発点として、現行の自治体監査制度、 「報告書」の内容を素描し、平
成二六年会社法改正において導入され 監査等委員会設置会社の概要を、
（それぞれ本稿の検討に必要な限度ではあるが）
鳥瞰する
（議論が混乱しないよう、各段階で適宜小括を入れて整理する。 ）
。自治体監査と会社法の監査について対比し、自
治体監査との比較から、会社法上、示唆が得られ か、得られるとしたらどのようなものであるかを述べてみたい。
二
　
現行の自治体監査制度の素描
）2
（
1　
監査委員制度の概要
⑴
　
監査委員の概要
監査委員は、執行機関として普通地方公共団体に置かなければならないものの一つであり
（地方自治法一八〇条の五
第一項四号、一九五条一項）
）（
（
、組織の詳細は、地方自治法で定められ
（地方自治法一九五条以下）
、表
1のとおりである。
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自治体監査と会社法上の監査との対比（松嶋）
【表1】監査委員の概要（表中の条文は地方自治法）
設置の有無 普通地方公共団体において設置強制（195 条 1 項）
定数 都道府県、政令で定める市：4 人 ただし、条例でその定数を増加す
ることが可能（195 条 2 項）その他の市及び町村：2 人
選任 普通地方公共団体の長が、議会の同意を得て、選任（196 条 1 項）
選任資格 ①　「識見を有する者」及び議員（196 条 1 項）
「識見を有する
者」
2 人以上である普通地方公共団体にあっては、少
なくともその数から 1 を減じた人数以上は、当該
普通地方公共団体の職員で政令で定めるものでな
かった者（196 条 2 項）
議員（196 条 1
項）
都道府県、政令で定め
る市
1 人又は 2 人
その他の市及び町村 1 人
②　普通地方公共団体の長又は副知事若しくは副市町村長と親子、夫
婦又は兄弟姉妹の関係にある者は、監査委員となることができず（198
条の 2 第 1 項）
③　公職選挙法上選挙権及び被選挙権を有しない者（201 条、164 条
1 項）
兼任禁止 地方公共団体の常勤の職員及び短時間勤務職員と兼ねることができな
い（196 条 （ 項）
衆議院議員又は参議院議員と兼ねることができない（201 条、141 条
　1 項）
検察官、警察官若しくは収税官吏又は普通地方公共団体における公安
委員会の委員と兼ねることができない（201 条、166 条 1 項）
常勤 常勤とできるのは、識見を有する者のうちから選任される監査委員の
み （196 条 4 項）
都道府県、政令で定める市では、少なくとも 1 人以上は、常勤である
ことが必要（196 条 5 項）
任期
（197条）
「識見を有する者」 4 年
議員 議員の任期による
後任者が選任されるまでの間は、その職務を行うことを妨げず
身分保障 意に反して罷免されるのは、下記の場合のみ（197 条の 2 第 2 項）
①　心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認めるとき
②　職務上の義務違反その他監査委員たるに適しない非行があると認
めるとき
罷免にあたり、議会の同意が必要（197 条の 2 第 1 項）
議会の常任委員会又は特別委員会において公聴会を開くことが必要
（197 条の 2 第 1 項）
監査委員は、退職しようとするときは、普通地方公共団体の長の承認
が必要（198 条）
（
4）
四三二
⑵
　
監査委員の監査権限
監査委員の職務につきみてみる。監査委員は、 「識見を有する者」から選ばれたか、議員の中から選ばれたかを
問わず、その職務を遂行するにあたっては、常に公正不偏の態度を保持して、監査をしなければならず
（地方自治法
一九八条の三第一項）
、在職中のみならず退職後においても、守秘義務を負う
（同法一九八条の三第二項）
。監査役の監査
は、①普通地方公共団体の財務に関する事務の執行及び②普通地方公共団体の経営に係る事業の管理に対して行われ（同法一九九条一項）
、必要があると認めるときは、③普通地方公共団体の事務の執
行
）5
（
についても監査をすることができ
る
（同条二項）
。①〜③の監査をするにあたっては、地方自治法が定める地方公共団体の事務処理に関する原
則
）6
（
の「趣
旨にのつとつて」なされているかどうかに、特に意を用いなければならない
（同法一九九条三項）
。
監査委員は、①〜③に加え、必要があると認めると 、又は普通地方公共団体の長の要求があるときは、④普通地
方公共団体が財政的援助を与えているものの出納その他の事務の執行で当該財政的援助に係るもの、⑤普通地方公共団体が出資してい もので政令で定めるもの、⑥普通地方公共団体が借入金の元金又は利子の支払を保証しているもの、⑦普通地方公共団体が受益権 有する信託で政令で定めるも の受託者、⑧指定管理者
（同法二四四条の二第三項）
 
についても、監査することができる
（同法一九九条七項）
。
①及び②についての監査は、毎会計年度少なくとも一回以上の期日を定めてなされることが必要であるが
（同条四
項）
、 「必要があると認めるとき」は、その期日にかかわらずいつでも行うことができる
（同条五項）
。
さらに、 監査委員は、 上記①〜⑧のほか、 ⑨長から普通地方公共団体 事 の執行に関し監査の要求が つたときは、
その要求に係る事項について監査をしなければならない
（同条六項）
。ただし、 監査委員は、 自己若しくは父母、 祖父母、
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配偶者、子、孫若しくは兄弟姉妹の一身上に関する事件又は自己若しくはこれらの者の従事する業務に直接の利害関係のある事件については、監査することができない
（同法一九九条の二）
。
 
上記の監査を行うため必要があると認めるときには、監査委員は、関係人の出頭を求め、若しくは関係人について
調査し、若しくは関係人に対し帳簿、書類その他の記録の提出を求め、又は学識経験を有する者等から意見を聴くことができる
（同法一九九条八項）
。その他、監査委員は、その補助機関である職員を指揮監督する
（二〇一条、一五四条）
。
⑶
　
代表監査委員
監査委員が複数の場合には、代表監査委員を定めなければならない
（同法一九九条の三第一項）
。具体的には、①定数
が三人以上の場合、 「識見を有する者」のうちから選任される監査委員 一人が、②二人の場合、 「 見を有する者」のうちから選任される監査委員が代表監査委員とされる
）7
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。
代表監査委員は、監査委員に関する庶務を処理するほか、所定の訴訟に関する事務を処理し
（同条二項）
、代表監査
委員又は監査委員の処分又は裁決に係る普通地方公共団体を被告とする訴訟につき、当該普通地方公共団体を代表する
（同条三項）
）8
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。また、代表監査委員は、事務局長、書記その他の職員を任免する権限を有する
（同法二〇〇条五項）
。
⑷
　
監査の結果についての報告
監査の結果について監査委員は、 「普通地方公共団体の議会及び長並びに関係のある教育委員会、選挙管理委員会、
人事委員会若しくは公平委員会、公安委員会、労働委員会、農業委員会その他法律 基づく委員会又は委員」に対す
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る報告義務に加え、公表義務が課されている
（同法一九九条九項）
。報告に際しては、普通地方公共団体の組織及び運
営の合理化に資するため、監査の結果に関する報告に添えてその意見を提出することもできる
（同条一〇項）
。これら
の報告及び意見の決定は、監査委員 合議 よる
（同条一一項）
。
監査委員からの監査の結果に関する報告の提出を受けた前記のものは、当該監査の結果に基づき、又は当該監査の
結果を参考として措置を講じたときに その旨を監査委員に通知する必要があり、通知を受けた監査委員は、当該通知に係る事項を公表しなければならない
（同条一二項）
。
⑸
　
事務局
地方自治法は、監査委員の事務局についても規定を置く。すなわち、都道府県の監査委員には、必要的に事務局が
置かれ
（同法二〇〇条一項）
、市町村の監査委員には、市町村の監査委員に条例の定めるところにより、事務局を置く
ことができるものとされている
（同条二項）
。事務局内には、事務局長、書記その他の職員が置かれ
（同条三項）
、事務
局を置かない市町村では、監査委員の事務を補助させるため書記その他の職員を置く
（同条四項）
。前述のとおり、事
務局長、書記その他の職員の任免権限は、代表監査委員が有する
（同法二〇〇条五項）
。
2　
外部監査制度の概要─特に包括外部監査について─
⑴
　
外部監査の種類
自治体監査に関しては、監査委員による監査
（内部監査）
に加え、外部監査契約に基づく外部監査が認められる。
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外部監査は、平成九年の地方自治法改正により新たに導入されたものであり、地方公共団体の外部にある者が監査を行い、内部からは指摘されにくく改善が困難な事務事業 つき指摘することで、改善が促進されるという効果が期待されて る
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（
。外部監査契約には、 包括外部監査契約と個別外部監査契約の二つがある
（地方自治法二五二条の二七第一項）
。
⑵
　
外部監査人の資格
外部監査人の資格については、表
2のとおりに整理できる。
⑶
　
外部監査人の義務
外部監査人は、外部監査契約の本旨に従い、善良な管理者の注意をもって、誠実に監査を行う義務を負う
（地方自
治法二五二条の三一第一項）
。外部監査契約の履行にあたっては、常に公正不偏の態度を保持し、自らの判断と責任にお
いて監査をしなければならない
（同条二項）
。監査の実施に関して知り得た秘密については、監査人である間のみなら
ず、監査人でなく った後であっても、守秘義務を負い
（同条三項）
、その違反に対しては刑罰の制裁が用意されてい
る
（同条四項）
。それだけでなく、外部監査人は、監査の事務に関しては、刑法その他の罰則の適用については、法令
により公務に従事する職員とみなされる
（同条五項）
。
⑷
　
外部監査人の職務
1──包括外部監査人──
包括外部監査人は、①財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理のうち 前述の地方公共団体の事務処理
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【表2】外部監査人の資格（表中の条文は地方自治法）
包括外部監査契約 個別外部監査契約
対象自治体
包括外部監査対象団体（252 条の （6 第 1 項） 所定の監査　 について、監査委員の監査に
代えて契約に基づく監査によることができ
ることを条例により定める普通地方公共団
体（252 条の 27 第 （ 項）
①都道府県
②政令で定める市
③上記以外の市又は町村で、契約に基
づく監査を受けることを条例により定
めたもの
外部監査人の資格
普通地方公共団体の財務管理、事業の経営管理その他行政運営に関し優れた識見を有す
る者で次のいずれかに該当するもの（252 条の 28 第 1 項）
①弁護士（弁護士となる資格を有する者を含む。）
②公認会計士（公認会計士となる資格を有する者を含む。）
③実務精通者
④税理士（税理士となる資格を有する者を含む。）（252 条の 28 第 2 項）
次の各号のいずれかに該当する者でないこと（252 条の 28 第 （ 項）
①成年被後見人又は被保佐人
②禁錮以上の刑に処せられた者であって、その執行を終わり、又は執行を受けるこ
とがなくなってから （ 年を経過しないもの
③破産者であって復権を得ない者
④国家公務員法又は地方公務員法の規定により懲戒免職の処分を受け、当該処分の
日から （ 年を経過しない者
⑤弁護士法、公認会計士法又は税理士法の規定による懲戒処分により、弁護士会か
らの除名、公認会計士の登録の抹消又は税理士の業務の禁止の処分を受けた者でこ
れらの処分を受けた日から （ 年を経過しないもの
⑥懲戒処分により、弁護士、公認会計士又は税理士の業務を停止された者で、現に
その処分を受けているもの
⑦当該普通地方公共団体の議会の議員
⑧当該普通地方公共団体の職員
⑨当該普通地方公共団体の職員で政令で定めるものであった者
⑩当該普通地方公共団体の長、副知事若しくは副市町村長、会計管理者又は監査委
員と親子、夫婦又は兄弟姉妹の関係にある者
⑪当該普通地方公共団体に対し請負（外部監査契約に基づくものを除く。）をする者
及びその支配人又は主として同一の行為をする法人の無限責任社員、取締役、執行
役若しくは監査役若しくはこれらに準ずべき者、支配人及び清算人
特定事項についての制限
「自己若しくは父母、祖父母、配偶者、子、孫若しくは兄弟姉妹の一身上に関する事件
又は自己若しくはこれらの者の従事する業務に直接の利害関係のある事件」については
監査できない（252 条の 29）
回数制限
連続して 4 回、同一の者と包括外部監査契
約を締結してはならない（252 条の （6 第 （
項）
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に関する原
則
）（（
（
の趣旨を達成するため必要と認める「特定の事件」について監査するものとされ
（同法二五二条の三七第
一項）
、監査にあたっては、これら原則の趣旨にのつとつてなされているかどうかに、特に意が用いられなければな
らない
（同条二項）
。そして①については、包括外部監査契約で定める包括外部監査契約の期間内に少なくとも一回以
上監査をしなければならない
 （同条三項）
。
加えて、包括外部監査人は、条例に定めがある場合には、②対象団体が財政的援助を与えているものの出納その他
の事務の執行で当該財政的援助に係るもの、③対象団体が出資しているもので政令で定めるものの出納その他の事務の執行で当該出資に係るもの、④対象団体が借入金の元金若しくは利子の支払を保証しているもの 出納その他の事務の執行で当該保証に係るもの、⑤対象団体が受益権を有する信託で同項の政令で定めるものの受託者の事 信託 ⑥監査対象団体が公の施設の管理を行わせているものの出納その他 事務の執行で当該管理 業務に係るもの ついても 必要があ と認めるときは監査することができる
（同条四項）
。
監査のため必要があると認めるときに、関係人の出頭を求め、若しくは関係人について調査し、若しくは関係人の
帳簿、書類そ 他の記録の提出を求め、又は学識経験を有する者等から意見を聴くことができること、監査の結果に関する報告、公表などにつき、ほぼ監査委員 おける と同様な規制 設けられている
（同条五項、二五二条の三八）
。
⑸
　
外部監査人の職務
2──個別外部監査人──
個別外部監査契約が締結される状況は限定的であるので、省略する。ただいずれの場合も「監査委員 よる監査に
代えて」実施される。
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⑹
　
外部監査人と監査委員相互間の配慮
外部監査人と監査委員相互間の調整に関し、地方自治法は、①外部監査人は、監査を実施するにあたっては、監査
委員にその旨を通知する等相互の連絡を図るとともに、監査委員の監査の実施に支障を来さないよう配慮しなければならない、②監査委員は、監査を実施するにあたっては、外部監査人れば としている
（同法二五二条の三〇）
。
⑺
　
外部監査契約の解除
普通地方公共団体の長は、外部監査人が、外部監査人になりうるための資格要件
（同法二五二条の二八第一項〜三項）
を欠くようになった場合、当該外部監査人と締結している外部監査契約を解除しなければならない
（同法二五二条の
三五第一項）
。
これに加え、外部監査人につき、①心身の故障のため監査の遂行に堪えないと認 るとき、②地方自治法
（もしく
はこれに基づく命令）
、外部監査契約に係る義務に違反する行為があると認めるときその他外部監査人と外部監査契約
を締結していることが著しく不適当と認めるとき、長は、外部監査契約を解除することができる
（同条二項）
。他方、
外部監査人の方から、外部監査契約を解除するこ も可能である
（同条第三項）
。
いずれから解除するにせよ、解除は遡及効を有せず
（同条第六項）
、長により、遅滞なく、新たな外部監査契約が締
結されなければならない
（同条第五項）
。
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（　
小括──両者の比較──
以上、自治体監査における監査委員制度と外部監査制度
（とりわけ包括外部監査）
について鳥瞰した。この段階で、
両者を比較し気がついた点を指摘する。次のとおりである。⑴
　
監査委員については、欠格事由につき規定するのみで
（ネガティヴ・リスト）
、監査委員となり得るための積極的
な要件を設けているわけではないが
）（（
（
、外部監査については、積極的な資格要件を要求している
（ポジティヴ・リスト）
。
⑵
　
外部監査人に関する前記「ポジティヴ・リスト」は、外部監査、特に包括外部監査の主たる対象が財務に関する
事務の執行及び経営に係る事業の管理 あるにも関わらず、 筆頭に、 公認会計士ではなく「弁護士」があげられている。⑶
　
監査委員制度と外部監査制度との間 、相互連携についての規定が一応置かれているものの、両者の役割は、か
なりの程度重複している。包括外部監査については、敢えて「屋上屋を架する」規制を置いていることになるし、個別外部監査は、 「監査委員による監査 代え 」実施されるものであり、いずれにせよ 監査委員による監査と外部監査人による監査は、実際 ところは相互 代替的であるといってよい。
四四〇
三
　「地方公共団体の監査制度に関する研究会報告書」の概要
1　
はじめに
次に、
二
で鳥瞰した自治体監査を改めるべくどのような議論がなされたか、 「報告書」の骨子を紹介したい。地方
公共団体の監査制度の充実強化に関しては、最近では第二九次地方制度調査会における審議に基づき、 「今後の基礎自治体及び監査・議会制度のあり方 する答申」
（平成二一年六月一六日、以下「答申」という。 ）
が
）（（
（
、地方行財政検討
会議
（平成二二年一月に総務省に設置）
 における審議に基づき、 「監査制度の見直しの方向性について
（たたき台）
」
（平成
二二年七月二二日、以下「たたき台」という。
））（（
（
が、それぞれ公表されている。とりわけ「たたき台」は、現行の監査委員
制度と外部監査制度を廃止し、あらたな監査制度を構築することを内容とするドラスティックなものであったことから耳目を集めた。そして、 「たたき台」にそ 後の議論を踏まえとりまとめられた「 自治法抜本改正についての考え方
（平成二二年）
」
（平成二三年一月二六日、 以下「考え方」という。
））（（
（
は、 現行の監査委員制度 ・ 外部監査制度につき、 「そ
の廃止を含め、ゼロベースで見直しを進め 制度化に向け、関係者の意見を聴きなが 更に詳細に検討する」ことを明らかにした。
これに対し、 「報告書」では、 「現行の制度や運用の課題を検証し、その改革方策を考えるということ」を議論の出
発点としており、前記のものとは、やや流れを異にする
）（（
（
。
以下では、本稿の検討に必要な限度で、 「報告書」の内容を紹介する。 「報告書」は、地方公共団体の監査制度の充
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実強化の方策につき、①監査基準、②監査委員の専門性及び独立性の確保、③監査委員事務局の専門性及び独立性の確保、④内部統制の整備 ⑤外部監査制度のあり方、⑥地方公共団体の監査をサポートする体制の構築につき、検討を加えているが、本稿 関心に照らし、②及び⑤につき紹介したい
）（（
（
。
2　「報告書」の概要
1──監査委員の専門性及び独立性の確保──
「報告書」は、監査委員の専門性及び独立性の確保に関し、次の二つのトピックを掲げ検討する。⑴　
監査委員の選任方法・選任資格
「報告書」は、 「地方公共団体の監査 実施主体の専門 を高める観点から、地方公共団体の監査を実施 ために必要な専門性を確保する新たな仕組みを設け、監査委員の選任資格として専門性を確保されていることを必要とすることが考えられる」と述べ、必ず議員から監査委員を選任する現行の制度に対する改正案として、 「その上限数を設けた上で、議員から選出するか否かは地方公共団体の判断に せ 方法」をあげる。そして、 「地方公共団体の監査の実施主体に る場合は、議員も含めて監査委員はその仕組みによって専門性が確保されていることを必要 することとすることも考えられる」旨示唆する。また、長が議会の同意を得て任命するという現行の任命手続についても、 「長は監査を受ける立場であることから、
より高い独立性を確保するための選任方法については、 会で選挙することも含め、監査委員の正当性 客観性を確保する方策を議論していくこ 必要であ して 問題提起する。
四四二
⑵
　
監査委員の権限等
監査委員の権限等につき「報告書」は、監査委員は監査の結果に関する報告を決定するとともに、当該報告に意見
を付することができるのみである現行制度では、実効性に乏しいとの意見を紹介した上で、 「監査結果がより有効に生かされるためには、現在は住民監査請求による監査を行った場合のみ、監査委員は期間を示して必要な改善措置を講ずべきことを求 る勧告を行うことができることとされているが、他 監査についても必要に応じ 勧告を行えるようにすることも検討すべき あ 」旨提言する。
次いで、多数決ではなく、監査委員の合議によることとされている現行の 結果の決
定
）（（
（
についても、合議は監査
に加わったすべての監査委員の意見 一致する 必要であり、合議が調わない場合は 合議不調ということになり監査結果が明確 ならないとして、 「監査の透明性をより高める観点から、合議 至らない場 でも、監査結果の報告に際しては、具体的 監査の内容や個々の監査委員の意見を付記することを制度化することが考えられる」旨指摘する。
（「報告書」の概要
2──外部監査制度のあり方──
⑴
　
はじめに
「報告書」は、外部監査制度につき「もともとの制度創設の趣旨からは重複があっても監査委員とは異なる外部の視点で監査を行うということについて十分な意味があるもの 考えられ 」として、監査委員制度との間の「重複」は制度導入時から織り込み済みであることを示唆しつつも、 「地方公共団体 がより効率的に行われ、効果をあ
四四三
自治体監査と会社法上の監査との対比（松嶋）
げるためには、監査委員監査と外部監査のそれぞれの機能を踏まえて、新たな役割分担を考えることが必要である」として、次のとおり提言する。⑵
　
包括外部監査についての提言
包括外部監査については、外部監査人がテーマを自ら決定し監査を行うのが現行の運用であるとした上で、 「新た
な役割分担」として、 「外部監査人の テーマを自らの監査の実施状況を踏まえ監査委員が選定するという方法や、現在、監査委員が行っ いる決算審査、例月出納検査、財政援助団体等の監査 全部又は一部について外部監査に委ねることによって監査委員との役割分担を行う方法」を提案する。⑶
　
個別外部監査について
他方、個別外部監査については、個別外部監査については、導入している地方公共団体が少なく実際の活用実績も
多くないことを理由に、新たな外部監査制度を検討す 際には、 「その必要性も含めて制度 あり方について検討することが必要である」として、廃止も視野に入れる。⑷
　
外部監査人の専門性と客観性
さらに「報告書」は、 「これまでの外部監査の実施状況を踏まえて、より専門性を高める観点からは、地方公共団
体の監査を行う場合に必要な監査委員と共通又は別個の専門性を確保する新たな仕組みを設けることを検討すべき」
四四四
であるとするとともに、その選任方法の客観性を高めるべく、選任手続きを見直し、 「外部監査人として適任者が選任されるよう地方公共団体の外部の主体がチェックすることとする方式」を示唆する。⑸
　
外部監査の導入促進
加えて、 「報告書」は、包括外部監査のより一層の導入を促進すべく、 「導入を義務付けられている団体以外につい
ては、これを各地方公共団体の実情に応じて複数年度に一回、あるいは希望する年度のみ包括外部監査を受けることを可能とするなど柔軟な対応を可能とすることが考えられる」と指摘する。
4　
そ
　
の
　
他
前述のとおり、 「報告書」は 内部統制については、ごくごく単に問題点を整理したに ぎない。その代わり、監
査委員や外部監査人を支える「地方公共団体の監査をサポートする 制の構築」
（以下「サポート体制」という。 ）
 につ
いては、相当の紙幅を割い 検討・提言を行っている
）（（
（
。
5　
小
　　　
括
⑴
　「報告書」の特徴と思われる点二及び三で検討したところをまとめると 下記の点が看取される。
①
　「報告書」は、監査委員、特に議員選出の監査委員に対し、慎重な言い回しながら抑制的な態度を示す。その上
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で、
（議員選出の監査委員を含めた）
「地方公共団体の監査の実施主体」に必要な専門性を確保する新たな仕組みを設ける」
ことを想定する。外部監査人のように積極的な資格要件
（ポジティヴ ・ リスト）
を要求するところまではいかないものの、
段階的にせよ、専門性を高めていきたいという意図が看取されうるように思われる。②
　
他方、外部監査人については、個別外部監査を廃止して、包括外部監査に一本化したいという意図が看取される。
③
　
その上で 包括外部監査につき、その導入範囲を拡大するとともに、 「 査をサポートする体制の構築」を提言
する
）（（
（
。
⑵
　「報告書」が意図するもの以上を総合的に勘案すると、 「報告書」が意図するのは、 外部の専門家による包括外部監査をできる限り中核に据え、
「サポート体制」がそれを支えていくという構図である。これは、結果として、執行機関たる監査委員の比重がその分軽くなっていくことを意味する。 「たたき台」や「考え方」程、ドラスティックな提言をしているわけではないものの、それ りに踏み込んだ改革提案と評してよいように思われる。
加えて、 包括外部監査人が監査を行う上で、 「サポート体制」 の活用が期待されていることも指摘したい。 「報告書」 は、
内部統制システムにつき、 「更に具体的な検討を進める必要がある」とす が 結果的には、内部統制システムに代替するものとして 「サポート体制」が仕組まれ ことになっている。いず にせよ、監査委員制度に対して、比較的冷淡で、 「サポート体制」とセットになった
（包括）
外部監査への移行を示唆する内容になっているといってよい。
四四六
四
　
会社法における監査制度の変容──監査等委員会設置会社への移行の促進──
1　
はじめに
自治体監査の変革とときを同じくして、会社法上の監査制度についても、平成二六年改正で監査等委員会設置会社
制度が導入された結果、 変容が生じつつある。すなわち、 平成二六年改正会社法は、 監査役会設置型
（監査役会設置会社）
と委員会
型
）（（
（
との「ハイブリッド」な形態として、 「監査等委員会設置会社」なる株式会社形態を創設し、併せて同形
態への移行を勧奨する措置を設けている。 「監査役会」が設置される監査役会設置会社、 「監査等委員会」が設置される監査等委員設置会社、 「監査委員会」が設置される指名委員会等設置会社と、類似した名前で、かつ「等」が置かれる位置が微妙に異なっており、きわめて紛らわしい制度となっている。ここでは 自治体監査との比較に必要な限度で、監査等委員会設置 社の概要を紹介し おきたい。
2　
監査等委員会設置会社の概要
⑴
　
定
　
義
監査等委員会設置会社とは、監査等委員会を置く株式会社をいう
（二条一一号の二）
。監査等委員会設置会社は、取
締役及び会計監査人の設置と、監査役の不 が強制されている
（三二七条一項三号、四項、五項）
。
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⑵
　
構
　
成
 
監査等委員会は、取締役のみから構成される
（三九九条の二第二項）
。監査等委員会設置会社においては、監査等委
員は三人以上で、その過半数は、社外取締役
（二条一五号）
でなければならない
（三三一条六項）
。
⑶
　
選解任及び任期
監査等委員である取締役
（以下「監査等委員」という）
は、他の取締役と同様、株主総会により選任されるが
（三二九
条一項）
、監査等委員は、それ以外の取締役と区別して選任されなければならない
（同条二項）
。監査等委員である取締
役には、兼任禁止規制が課され、監査等委員会設置会社若しくはその子会社の業務執行取締役若しくは支配人その他の使用人又は当該子会社の会計参与
（会計参与が法人であるときは、その職務を行うべき社員）
若しくは執行役を兼ねるこ
とができない
（三三一条三項）
。
監査等委員会設置会社においては、取締役の任期についても、特則が置かれる。すなわち、監査等委員については
二年とされ、短縮が認められない一方
（三三二条一項四項）
、それ以外の取締役の任期は、一年とされる
（同条三項）
。
解任については、 監査等委員については、 株主総会の特別決議が要求される （
三三九条一項、 三〇九条二項七号かっこ書）
。
⑷
　
監査等委員会の権限
監査等委員会の権限については、三九九条の二以下で詳細に規定される。それらは若干の出入りはあるものの、基
本的には、指名委員会等設置会社における監査委員会や各監査委 が有している権限とほぼ同様のものである。
四四八
⑸
　
勧奨措置
会社法は、監査等委員会設置会社への移行を誘導するため、手厚い勧奨措置をとっている。これらは、監査役会設
置会社、指名委員会等設置会社にはみられないものである
）（（
（
。
第一に、監査等委員会設置会社は、取締役会 決議によって重要な業務執行
（三九九条の一三第五項各号に掲げる事項
を除く。 ）
の決定の全部又は一部を取締役に委任することができる旨を定款で定めることができる
（三九九条の一三第六
項）
。第二に、利益相反取引に関し特則が置かれ、取締役
（監査等委員をのぞく）
との利益相反取引につき、監査等委員の
承認を受けた場合には、取締役の任務懈怠推定の規定は適用さ
（四二三条四項）
。
（　
監査等委員会設置会社における監査等委員会の構造
　　
── 役会設置会社における監査役会、指名委員会等設置会社における監査委員会と対比して──
次に、監査等委員会設置会社における監査等委員会の構造を監査役会設置会社における監査役会、指名委員会等設
置会社における監査委員会と対比する。具体的には、表
3のとおりとなる。
真ん中に監査等委員会を置き、両端 監査役会、監査 を配置し、類似している部分を灰色で網掛けしてみた。
監査等委員 設置会社が、監査役 設置会社、指名委員会等設置会社の「ハイブリッド」であることが一目瞭然となろうし、配合比率についてどちらかというと後者よりであることも理解できよう。
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4　
小
　　　
括
⑴
　
会社法の意図──委員会型への移行の促進──
以上のところから分かるように、このたび会社法が導入した監査等委員会設置会社は、監査役会設置会社、指名委
員会等設置会社の、かつどちらかというと後者に傾斜した「ハイブリッド」である。その上で、前述のごとく、会社法は、監査等委員会設置会社への移行を勧奨するための規定をいくつか設けている。これは、従来型の監査役会設置会社に向けた措置であることが明らかである。会社法が、監査役制度を存置しつつも、委員会型への移行を念頭に置いていることは間違いないも 思われる。⑵
　
監査制度の実効性への疑問とその原因
これまで、監査役に関しては、度重なる制度改正がなされ、その趣旨は決まって「監査制度の実効性確保」であっ
た。このことは監査制度の不幸を何よりも物語る。監査制度は、条文をみる限り、それ自体かなりよくできた制度である。それが何故機能しな と評されるのかに関し、 最近では、 その一つの要因として、 「実査」の負担があげられる。条文上必ずしも実査を要求する構造にはなっていないはずであるが、これまでの伝統からか、何とはなしに、専門的資格を要求していない監査役にも実査が要求されるような状況になっている。これでは適法性監査の枠をでることは難しいし、かつ、社外者を入れても、十分な活用ができるとはいえまい。社外者をボードに入れ、モニタリングの実効を期すためには、その者から実 の負担を解放する必要があり、かつ妥当性にまで口を挟ませ ため は その者
四五〇
【表3】三者の対比（表中の条文は会社法）　
監査役会設置会社にお
ける監査役会
監査等委員会設置会社
における監査等委員会
指名委員会等設置会社
における監査委員会
目的
監査対象 適法性監査（学説上争
いあり）
適法性監査＋妥当性監
査
適法性監査＋妥当性監
査
構成員 監査役（（90 条 1 項） 委 員 た る 取 締 役（（99
条の 2 第 2 項）
取締役
員数 （ 人以上（（（5 条 （ 項） （ 人以上（（（1 条 6 項） （ 人以上（400 条 1 項）
構成員の選任（選
定）方法
株 主 総 会 が 選 任（（29
条 1 項）
株 主 総 会 で 選 任（（29
条 2 項）
取 締 役 会 で 選 定（400
条 2 項）
構成 社外監査役が半数以上
（（（5 条 （ 項）
社 外 取 締 役 が 過 半 数
（（（1 条 6 項）
社 外 取 締 役 が 過 半 数
（400 条 （ 項）
常勤者の要否 必要（（90 条 （ 項） 不要 不要
任期 4 年（（（6 条 1 項）
※非公開会社では 10 年
に伸張可能（（（6 条 2 項）
2 年（（（2 条 1 項 4 項） 1 年（（（2 条 6 項）
解任する機関 株主総会（（（9 条 1 項） 株主総会（（（9 条 1 項） 株主総会（（（9 条 1 項）
解任要件 特別決議（（09 条 2 項 7
号かっこ書）
特別決議（（09 条 2 項 7
号かっこ書）
普通決議（（09 条 2 項 7
号）
兼任制限 会社若しくは子会社の
取締役若しくは支配人
その他の使用人又は当
該子会社の会計参与（会
計参与が法人であると
きは、その職務を行う
べき社員）若しくは執
行役を兼ねることがで
きない（（（5 条 2 項）
監査等委員である取締
役は、監査等委員会設
置会社若しくはその子
会社の業務執行取締役
若しくは支配人その他
の使用人又は当該子会
社の会計参与（会計参
与が法人であるときは、
その職務を行うべき社
員）若しくは執行役を
兼ねることができない
（（（1 条 （ 項）
指名委員会等設置会社
の取締役は、当該指名
委員会等設置会社の支
配人その他の使用人を
兼ねることができない
（（（1 条 4 項）
会計監査人の選解
任・不再任につい
ての権限
議案内容の決定権（（44
条 （ 項）
議案内容の決定権（（99
条の 2 第 （ 項 2 号）
議案内容の決定権（404
条 2 項 2 号）
会計監査人の報酬
に関する権限
同意権（（99 条 2 項） 同意権（（99 条 （ 項） 同意権（（99 条 4 項）
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監査役会設置会社にお
ける監査役会
監査等委員会設置会社
における監査等委員会
指名委員会等設置会社
における監査委員会
取締役等に対する
報告請求権、業務
等調査権、子会社
調査権
独任制であり、各監査
役が行使（（81 条 2 項 （
項）
監査等委員会が選定す
る 監 査 等 委 員 が 行 使
（（99 条の （ 第 1 項 2 項）
監査委員会が選定する
監査委員（405 条 1 項 2
項）
取締役等の違法行
為差止請求権
各 監 査 役 が 行 使（（85
条 1 項）
各 監 査 等 委 員 が 行 使
（（99 条の 6 第 1 項）
各監査委員が行使（407
条 1 項）
取締役会の招集請
求権、招集権
各 監 査 役 の 権 限（（8（
条 2 項 （ 項）
監査等委員会が選定す
る 監 査 等 委 員 の 権 限
（（99 条の 14）
監査委員会が選定する
監 査 委 員 の 権 限（417
条 1 項 2 項）
取締役会に対する
報告義務
各 監 査 役 の 義 務（（82
条）
各 監 査 等 委 員 の 義 務
（（99 条の 4）
各監査委員の義務（406
条）
会社と取締役（執
行役）との訴えに
おける会社の代表
者
各監査役（（86 条） 監査等委員会が選定す
る 各 監 査 等 委 員（（99
条の 7）
監査委員会が選定する
監査委員（408 条）
監査の方法 独任制 組織監査 組織監査
事実の報告義務者 取締役（（57 条 2 項） 取締役（（57 条 （ 項） 執行役（419 条）
株主総会への報告
義務
各監査役（（84 条） 各監査等委員（（99 条
の 5）
監査報告の作成者 各監査役が作成し、そ
の上で監査役会報告も
作 成（（81 条 1 項、（90
条 2 項 1 号）
監査等委員会による監
査報告のみ（（99 条の 2
第 （ 項 1 号）
監 査 委 員 会 報 告 の み
（404 条 2 項 1 号）
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を正式な経営陣
（＝取締役）
として受け入れる必要がある。
⑶
　
委員会型が採用されない要因
他方、モニタリング型である指名委員会等設置会社も、わが国での採用は、ごくわずかといってよい。外国の機関
投資家から資金を受け入れることを念頭に置かない限り、委員会型への移行など問題外というのが実務の感覚であろう。その要因としては、社外者を正式な経営陣として受け入れることへの懸念はもちろんあるであろう。ただ、それを措くとして、 「三委員会」の強制が規制として重すぎることを指摘しておかなければならない。実務上、委員会型を採用しない前提で、 「任意」の委員会を設ける例が多い現実は、このことの傍証となろう。⑷
　
さしあたってのまとめ
かような観点から、監査等委員会設置会社をみてみると、この形態は、監査役会から実査を取り払ったものとみる
ことも可能であろうし、委員会型の理念をより「コンパクト」に実現したものと理解することも可能であろう。まさに「ハイブリッド」といわれるゆえんである。このことは、明確な理念が欠けて ることの現れであるとの指摘もある
が
）（（
（
、わが国の現実に配慮し ものと評価することも可能である。ハイブリッドであるから、単に監査役会を監査等
委員に置き換えただけの形態 して運用すること、 「ミニ委員会型」のモニタリングシステムの会社形態 して運用することの、いずれも可能であり、き めて柔軟な形態といえる
）（（
（
。
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五
　
検討──自治体監査と会社法の監査の対比──
1　
はじめに
ここまで、自治体監査と会社法の監査について、段階的に小括を入れつつ、そのあらましをみてきた。ここで、以
上述べてきたことを総括して、自治体監査と会社法の監査について対比し、自治体監査との比較から、会社法上、何を学ぶことができるかにつき検討する。
2　
自治体監査と会社法の監査の対比
⑴
　
内部監査と外部監査の二本立て
まず指摘できるのは、両監査とも、内部監査
（監査人、監査役（監査役設置会社の場合） ）
と外部監査
（外部監査人、会
計監査人）
との「二本立て」となっている点である。内部監査については、ネガティヴ・リストは置くものの、特段
の資格を要求しない一方
）（（
（
、外部監査については、一定の資格
（ポジティヴ・リスト）
を必要とする。
ただ、 その中身は相当に異なる。会社法の監査の場合には、 外部監査たる会計監査人には、 公認会計士
（又は監査法人）
たる資格を要求し
（会社法三三七条）
、主として会計監査に専念させる一方、会計に関する専門的資格を要求されない
監査役
（又は監査等委員会委員、監査委員）
は、業務監査に比重を置いた監査を行うことが期待されており、内部監査と
外部 との役割分担が明確となっている
）（（
（
。
四五四
これに対し、自治体監査の場合には、前述のとおり、内部監査も外部監査もほぼ権限が重なっており、かつ、外部
監査の資格の筆頭に「弁護士」があげられている。これは見方を変えると、分業というよりは、外部監査人に、
（自
治体の職務の執行ではなく）
監査委員の職務のチェックをさせている構造となっているといってもよい。 「報告書」にお
いて、監査委員の比重が軽 なっていることとは偶然の一致とは言い難い。⑵
　
外部監査と「サポート体制」との連携
第二に、外部監査と「サポート体制」との連携につきみてみる。会社法が、監査役設置会社から監査等委員会設置
会社への移行を期待していることについては、前述した。監査等委員会にせよ、指名委員会等設置会社にせよ、会計 ・財務事項の監査は、外部監査に委ね、監査等委員又は監査委員たる社外取締役の目を介した業務監督を企図するものである。しかも、これら「委員」 は「実査」でなく、 内部統制システム」を活用した監査がなされるこ が期待される。他方、 「報告書」も、自治体 において、外部監査人が監査に たって、 「サポート体制」を活用することを期待しており、 「内部統制システム」か「サポート体制」の違いはあれ、一見するところ、制度間に類似点が見受けられる。
ただ、自治体監査においては、前述のとおり、監査人よりも、包括外部監査人による監査の実効に期待が寄せられ
ており、 「サポート体制」は、専門的資格を有する包括外部監査人が利用するものとして仕組まれ いる。
四五五
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⑶
　「包括」外部監査における「監査」第三に、 自治体監査における包括外部監査というものと監査概念との不整合性も指摘できる。 すなわち、 「外部」 に 「包
括的」に丸投げすることは、 「監査」といいうるのかということである。会社法において、外部監査の主体である会計監査人が担うのは、あくまでも「会計」監査に限定されて るし、監査等委員会設置会社、指名委員会等設置会社における社外取締役は内部統制システムを用いたチェックを行うが、内部統制システムの整備そのものは、取締役会の権限とされる
（会社法三六二条四項六号、三九九条の一三第一項一号ハ、四一六条一項一号ホ）
。これに対し、自治体監査
においては、監査対象事項を限定せず、包括的に外部に委託することが許容されており、かつ「報告書」は 手厚く、さら 外部の「サポート体制」による支援まで提案している。包括外部監査は、監査ではなくコンサルティングなではないかと う批判は、正鵠を射てい
）（（
（
。
（　
会社法学への示唆
⑴
　「監査」と「コンサルティング」との境界の曖昧さそれでは、自治体監査との比較から、会社法上、どのような示唆が得られるであろうか。第一に、包括外部 に
つき検討したところから明らかなとおり、 「 」と「コンサルティング」とは、ときとして境界が曖昧でありうるということである。 のような事態は、会社法の世界においても、特に中小企業 あれば想定されう 。現に、中小株式会社における利用を想定して導入された 計参与
（会社法三七四条）
は、取締役と共同で計算書類を作成する権限
を有するが、元々は、 「昭和六一年商法・有限会社法改正試案 において提案され、平成二年商法改正にお て実
四五六
に至らなかった「会計調査人」制度が、大幅に変容して会社法上の制度として結実したものであ
る
）（（
（
。大会社の外部監
査を担う会計監査人とパラレルに、中会社の外部監査を担うはずであった会計調査人の監査権限と、会計調査人が有する計算書類の作成権限
（これは業務執行権限の一つである）
とは、権限の種類としては異質である。しかし、会計調査
人の中核として予定されていた税理士が中小企業において果たす現実的役割という観点からすれば、両者の差は量的なものに ぎない
）（（
（
。
⑵
　
外部監査と内部監査の役割分担
第二に、外部監査と内部監査の役割分担である。自治体監査における監査委員の監査と外部監査が対象・内容にお
いてほぼ重なっていること、内部監査 ついては積極的資格を要求せず
（ネガティヴ・リスト）
、外部監査において弁
護士等の資格を要求していること
（ポジティヴ・リスト）
については、前述した。これに対し、会社法における役割分
担は、 会計監査の側面と業務監査 側面の両者で問題となる。すなわち、 前者では会計監査人の外部監査と監査役
（又
は指名委員会等設置会社における監査委員会もしくは監 等委員会設置会社における監査等委員会）
との関係が、後者では監査
役設置会社における監査役の業務監 権限 取締役会の業務監督権限の関係が
）（（
（
、それぞれ問題となる。
私見であるが、内部監査と外部監査で意図的に重複を生じさせるシステムについては、特段学ぶべき合理性を有し
ない一方、資格要件の設定のあり方 つい は、自治体監査から学ぶべきことがありう と考えている。例えば、監査役設置会社における監査役は、会計監査の側面では、専門家たる外部監査人により外部監査を受けうるところから、兼任禁止規制は別として、積極的な資格要件が設 られておらず
（ネガティヴ・リスト：会社法三三五条一項二項）
、業務
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監査の側面では、取締役会の監督的機能
（同法三六二条二項二号）
との兼ね合いから、適法性監査を中心として、広げ
るとしても、せいぜい消極的妥当性監査にまでしか及ばないと解されている。
しかしながら、上記の調整の結果、適法性監査を中心とするにもかかわらず、そのための法的素養
（又は資格）
を
全く要求されず、会計監査の側面における外部監査のような、専門的知見を補充する制度的手当もなされていない。そして、監査役は、実査が期待され、その権限の行使 関し、代表訴訟
（同法八四七条以下）
を含めた法的責任の追及
を受けう
る
）（（
（
。かかる監査役のあり方が、指名委員会等設置会社における監査委員たる社外取締役、監査等委員会設置
会社にお る監査等委員会たる社外取締役とバランスがとれたも あるかは、検討が必要であ と思う。⑶
　
実査をシステムに代替させる傾向
第三に、 内部統制との関わりについても一言する。 「報告書」は、 自治体監査において、 監査人又は外部監査人が、 「サ
ポート体制」を活用して監査を行うことを提言しており、これは、会社法において社外取締役が内部統制システムを活用して会社の業務を監督することとほぼ相応する。 「サポート体制」であれ、内部統制システムであれ、監査を行う者の実査の軽減が意図されてい は共通であり、実 をシステムに代替させる傾向を看取 きる。焦点は、実査がこれまで果たしてきた役割をどこまでシステム 代替できるかである。今後の具体的運用 待って判断する必要がある 、社外監 役として、若干ではあ ものの、実査 含めた監査業務に携わってきた者とし は、その全てを代替することは難しいのではないかと予想 いる。
四五八
六
　
結びに代えて
本稿の結論は、以上のとおりである。一見無関係にみえる制度の間に「横串」を通すことにより、みえてくる事柄
があるかもしれないというのが本稿のそもそもの問題意識であるが、単なる思いつきに留まったのでないかと畏れている。今後の検討課題と受け止め、引き続き精進したい。
（
1）自治体監査の種類としては下記のものがある。
財務監査（地方自治法一九九条一項、三〜五項） 、行政監査（地方自治法一九九条二項） 、財援団体等監査（地方自治法一
九九条七項） 、指定金融機関等監査（地方自治法二三五条の二第二項） 、決算監査（地方自治法二三三条二項） 、例月出納監査（地方自治法二三五条の二第一項） 、基金運用監査（地方自治法二四一条五項） 、健全化判断比率監査（健全化法三条一項、二二条一項） 、直接請求監査、住民監査請求（地方自治法二四二条一項） 、長の要求監査（地方自治法一九九条六項） 、議会の請求監査（地方自治法九八条二項） 、職員賠償責任監査（地方自治法二四三条の二第三項）
（
2）監査委員制度の変遷については、宇賀克也『地方自治法概説（第
6版） 』 （平成二七年）三〇一頁以下を参照。
（
（）監査委員の他に、執行機関とし 普通地方公共団体に置かなければならないものとされている委員会及び委員として、教育委員会、選挙管理委員会、人事委員会（人事委員会を置かない普通 公共団体にあっては公平委員会）がある（地方自治法一八〇条の五第一項） 。
（
4）監査委員は、前項に規定する関係が生じたときは、その職を失う（地方自治法一九八条の二第二項） 。
（
5）ただし、 自治事務にあっては労働委員会及び収用委員会 権限に属する事務で政令で定めるものを除き、 法定受託事務にあっては国の安全を害するおそれがあることその他の事由により監査委員の の対象とすることが適当でないも として政令
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で定めるものを除く。地方自治法一九九条二項
（
6）ⅰ
 住民福祉増進の原則（同法二条一四項） 、ⅱ
 能率化の原則（同法二条一四項） 、ⅲ
 合理化の原則（同法二条一五項） 、ⅳ
 
規模適正化の原則（同法二条一五項） 。これらについては、松本英昭『新版逐条地方自治法（第七次改訂版） 』 （平成二五年）六七頁を参照。
（
7）代表監査委員に事故があるとき、又は代表監査委員が欠けたときは、監査委員の定数が三人以上の場合、代表監査委員の指定する監査委員が、二人の場合、他の監査委員が、それぞれその職務を代理する（同法一九九条の三第四項） 。
（
8）代表監査委員は、その権限に属する事務の一部をその補助機関である職員に委任し、又はこれに臨時に代理させることができる（二〇一条、一五三条一項） 。
（
9）「報告書」八頁
（
10）地方自治法二五二条の二七第三項所定の監査は、下記のものである。
同法七五条一項の請求に係る監査について、監査委員の監査に代えて契約に基づく監査によることができることを条例により定める普通地方公共団体同法九八条二項の請求に係る監査について監査委員の監査に代えて契約に基づく監査によることができることを条例により定める普通地方公共団体同法一九九条六項の要求に係る監査について、監査委員の監査に代えて契約 基づく監査 よることができ を条例により定める普通地方公共団体出納その他の事務の執行で当該管理の業務に係るものについての同法一九九条七項の要求に係る ついて、監査委員の監査に代えて契約に基づく監査によることができ ことを条例により定める普通地方公共団体同法二四二条一項の請求 係る監査について監査委員の監査に代えて契約に基づく監査によることができることを条例により定める普通地方公共団体
（
11）弁護士としての登録をしていることを要しないという意味である。
四六〇
（
12）国の行政機関において会計検査に関する行政事務に従事した者又は地方公共団体において監査若しくは財務に関する行政事務に従事した者であって、監査に関する実務に精通しているものとして政令で定めるもの。
（
1（）地方自治法は、会計士と区別して、税理士との外部監査契約については、 「外部監査契約を円滑に締結し又はその適正な履行を確保するため必要と認めるとき」に許容する
 （同法二五二条の二八第二項） 。
（
14）ただし、これらの法律の規定 より再び業務を営むことができることとなった者は除かれる。
（
15）前述のⅰ住民福祉増進の原則、ⅱ能率化の原則、ⅲ合理化の原則、ⅳ規模適正化の原則
（
16）強いていえば、議員から選ばれる監査委員についての議員資格がそれにあたると えなくもない。
（
17）
http://w
w
w
.soum
u.go.jp/m
ain_content/000026968.pdf
（
18）
http://w
w
w
.soum
u.go.jp/m
ain_content/000075562.pdf
（
19）
http://w
w
w
.soum
u.go.jp/m
ain_content/000098615.pdf
（
20）「報告書」がかかる立場を取る理由としては、①「答申」を踏まえた法改正 行われていないこと、②「たたき台」が現行制度を廃止する内容となっているものの、その後具体的な制度についての議論の進展がないこと、③地方公共団体の監査関係者から今後の監査制度の見直しの方向性について不安視する声が聞こえていることがあげられている。 「報告書」一頁
（
21）④内部統制の整備についても、本来であれば、検討 俎上に載せるべきであるが、 「研究会」 お ては、ほとんど議論がなされなかったため、比較するほどの情報を有しておらず、割愛すること したい。
（
22）監査委員は独任制の執行機関であるためである。
（
2（）「報告書」九頁以下
（
24）「報告書」の記載上、かかる体制は、監査委員をもサポートするも とされているが、後述のとおり、その眼目は、 「包括外部監査のサポート」であるとみてよかろう。
（
25）平成二六年会社法改正に際し 委員会設置会社は、 「指名委員会等設置会社」と改称した。
（
26）江頭憲治郎『株式会社法（第
6版） 』 （平成二六年）五七五頁
（
27）西村高等法務研究所責任編集、 落合誠一＝太田洋＝森本大介編『会社法改正要綱 論点と実務対応』 （平成二五年）四頁（太田洋） を元に作成。上田純子＝菅原貴与志＝松嶋隆弘編 『改正会社法
 解説と実務への影響』 （平成二七年） 一三〇頁 （松嶋隆弘）
四六一
自治体監査と会社法上の監査との対比（松嶋）
（
28）江頭・前掲書五七二頁
（
29）江頭・前掲書五七二頁
（
（0）ただ、前述のごとく、議員選出にかかる監査人は別である。
（
（1）他面において、監査役の業務監査権限と取締役会の業務監督権限（会社法三六二条二項二号）とは重複することになり、監査役の業務監査権限が、適法性監査を超えて妥当性監査にまで及ぶかという解釈論上の問題を生じさせる。
（
（2）なお、瀧田輝己『体系 論』 （平成二六年）七〇頁も参照。
 
（
（（）大久保拓也「会計参与制度 役割」日本法学七一巻一号（平成一七年）三三五頁、同「会計参与制度活用への課題─中小企業経営者と税理士へのアンケート調査結果の分析を踏まえて─」税研二六巻六号（平成二三年）八〇頁
（
（4）「監査」以前に、監査の対象となる各種 類の「記帳代行」を税理士が行っているという現実（その当否は別にして）に鑑み、それを計算書類作成という観点で受け止め、法制化したものが会計参与であるといってよいからである。
（
（5）後者は、監査役の業務監査権限が妥当性監査に及ぶかという形で議論されている
（
（6）ちなみに取締役の場合には 経営判断の原則等責任を軽減しうる法的ロジックが存在する。
〔附記〕
本研究は、科学研究費基盤研究（Ｃ） 「株式会社監査の公監査的再構成」
 （課題番号
26（801（1 ）の研究分担者としての成果の
一部である。また、いうまでもないことであるが、本稿において述べた私見は、 「研究会」とは無関係の、筆者個人の見解であることを付言する。
（日本大学法学部教授・弁護士）
